指定居宅サービス事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】
	条文（参照条文を太字で表記）
	参照条文

	（指定の取消し等）
第77条　都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定居宅サービス事業者に係る第41条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。

(1)  指定居宅サービス事業者が、第70条第２項第４号から第５号の２まで、第10号（第５号の３に該当する者のあるものであるときを除く。）、第10号の２（第５号の３に該当する者のあるものであるときを除く。）、第11号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）又は第12号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。

(2)  指定居宅サービス事業者が、第70条第９項又は第11項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。

(3)  指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について、第74条第１項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。
(4)  指定居宅サービス事業者が、第74条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。
(5)  指定居宅サービス事業者が、第74条第６項に規定する義務に違反したと認められるとき。
(6)  居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。
(7)  指定居宅サービス事業者が、第76条第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
(8)  指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第76条第1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
(9)  指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第41条第１項本文の指定を受けたとき。
(10)  前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

(11)  前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。
(12)  指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。
(13)  指定居宅サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
（介護サービス情報の報告及び公表）

第115条の35
６　都道府県知事は、指定居宅サービス事業者・・・指定介護予防サービス事業者・・・が第4項の規定による命令に従わないときは、当該指定居宅サービス事業者・・・指定介護予防サービス事業者・・・の指定・・・を取り消し、又は期間を定めてその指定・・・の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
	第70条第２項

第４号　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
第５号　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの※の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

※①児童福祉法、②栄養士法、③医師法、④歯科医師法、⑤保健師助産師看護師法、⑥歯科衛生士法、⑦医療法、
　⑧身体障害者福祉法、⑨精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、⑩生活保護法、⑪社会福祉法、
　⑫医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、⑬薬剤師法、⑭老人福祉法、
　⑮理学療法士及び作業療法士法、⑯高齢者の医療の確保に関する法律、⑰社会福祉士及び介護福祉士法、
　⑱義肢装具士法、⑲精神保健福祉士法、⑳言語聴覚士法、
　㉑障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
　㉒高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、
　㉓就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、㉔子ども・子育て支援法、
　㉕再生医療等の安全性の確保等に関する法律、
　㉖国家戦略特別区域法（第12条の５第15項及び第17項から第19項までの規定に限る。）、
　㉗難病の患者に対する医療等に関する法律、㉘公認心理師法、
　㉙民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、㉚臨床研究法
第５号の２　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの※により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
※①労働基準法第117条、第118条（同法第６条及び第56条の規定に係る部分に限る。）、第119条（同法第16条、第
　　17条、第18条第１項及び第37条の規定に係る部分に限る。）及び第120条（同法第18条第７項及び第23条から第
　　27条までの規定に係る部分に限る。）の規定並びに当該規定に係る同法第121条の規定（これらの規定が労働者派遣
　　事業の適正な運営の確保及び労働派遣者の保護等に関する法律第44条（第４項を除く。）の規定により適用される場
　　合を含む。）
　②最低賃金法第40条の規定及び同条の規定に係る同法第42条の規定
　③賃金の支払の確保等に関する法律第18条の規定及び同条の規定に係る同法第20条の規定
第10号　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第４号から第６号まで又は第７号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

第10号の２　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第４号から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
第11号　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第４号から第６号まで又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。

第12号　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第４号から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第５号の３　申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下・・・「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。・・・）を引き続き滞納している者であるとき。

第６号　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第77条第１項又は第115条の35条第６項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。・・・)又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人(以下「役員等」という。)であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

第６号の２　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第77条第１項又は第115条の35第６項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

第７号　申請者が、第77条第１項又は第115条の35第６項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第75条第２項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

第７号の２　申請者が、第76条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第77条第１項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に、第75条第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

第８号　第７号に規定する期間内に第75条第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
第９号　申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
第70条第９項　都道府県知事は、第６項又は前項の意見を勘案し、第41条第1項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。

第70条第９項　都道府県知事は、前項の規定による協議の結果に基づき、当該協議を求めた市町村長の管轄する区域に所在する事業所が行う居宅サービスにつき第1項の申請があった場合において、厚生労働省令で定める基準に従って、第41条第1項本文の指定をしないこととし、又は同項本文の指定を行うに当たって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。

大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

第74条第６項　指定居宅サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

第76条第１項　都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定居宅サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
第41条第１項本文　市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」という。）のうち居宅において介護を受けるもの（以下「居宅要介護被保険者」という。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定居宅サービス事業者」という。）から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により行われる居宅サービス（以下「指定居宅サービス」という。）を受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用・・・について、居宅介護サービス費を支給する。
介護保険法施行令第35条の５各号
①健康保険法、②児童福祉法（国家戦略特別区域法第12条の５第８項において準用する場合を含む。）、③栄養士法、
④医師法、⑤歯科医師法、⑥保健師助産師看護師法、⑦歯科衛生士法、⑧医療法、⑨身体障害者福祉法、
⑩精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、⑪生活保護法、⑫社会福祉法、⑬知的障害者福祉法、
⑭医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、⑮薬剤師法、⑯老人福祉法、
⑰理学療法士及び作業療法士法、⑱高齢者の医療の確保に関する法律、⑲社会福祉士及び介護福祉士法、
⑳義肢装具士法、㉑精神保健福祉士法、㉒言語聴覚士法、㉓発達障害者支援法、
㉔障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
㉕高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、
㉖就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、㉗子ども・子育て支援法、
㉘再生医療等の安全性の確保等に関する法律、㉙国家戦略特別区域法（第12条の５第７項の規定に限る。）、
㉚難病の患者に対する医療等に関する法律、㉛公認心理師法、
㉜民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、㉝臨床研究法
第４項　都道府県知事は、介護サービス事業者が第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は前項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１項　介護サービス事業者は、指定居宅サービス事業者・・・の指定・・・を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定めるときは、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係る介護サービス情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又は施設の運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表されることが必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所・・・の所在地を管轄する都道府県知事に報告しなければならない。 

第３項　都道府県知事は、第1項の規定による報告に関して必要があると認めるときは、当該報告をした介護サービス事業
　者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省令で定めるものについて、調査を行うことができる。


指定介護予防サービス事業者の指定の取消し等の規定【介護保険法】
	条文（参照条文を太字で表記）
	参照条文

	（指定の取消し等）

第115条の９　都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介護予防サービス事業者に係る第53条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。

(1)  指定介護予防サービス事業者が、第115条の２第２項第４号から第５号の２まで、第10号（第５号の３に該当する者のあるものであるときを除く。）、第10号の２（第５号の３に該当する者のあるものであるときを除く。）、第11号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）又は第12号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。

(2)  指定介護予防サービス事業者が、第115条の２第６項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。

(3)  指定介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について、第115条の４第１項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。
(4)  指定介護予防サービス事業者が、第115条の４第２項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。
(5)  指定介護予防サービス事業者が、第115条の４第６項に規定する義務に違反したと認められるとき。
(6)  介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。
(7)  指定介護予防サービス事業者が、第115条の７第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
(8)  指定介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第115条の７第1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
(9)  指定介護予防サービス事業者が、不正の手段により第53条第１項本文の指定を受けたとき。
(10)  前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

(11)  前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。
(12)  指定介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。
(13)  指定介護予防サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
（介護サービス情報の報告及び公表）

第115条の35

６　都道府県知事は、指定居宅サービス事業者・・・指定介護予防サービス事業者・・・が第4項の規定による命令に従わないときは、当該指定居宅サービス事業者・・・指定介護予防サービス事業者・・・の指定・・・を取り消し、又は期間を定めてその指定・・・の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
	第115条の２第２項

第４号　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
第５号　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの※の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

　※①児童福祉法、②栄養士法、③医師法、④歯科医師法、⑤保健師助産師看護師法、⑥歯科衛生士法、⑦医療法、
　⑧身体障害者福祉法、⑨精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、⑩生活保護法、⑪社会福祉法、
　⑫医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、⑬薬剤師法、⑭老人福祉法、
　⑮理学療法士及び作業療法士法、⑯高齢者の医療の確保に関する法律、⑰社会福祉士及び介護福祉士法、
　⑱義肢装具士法、⑲精神保健福祉士法、⑳言語聴覚士法、
　㉑障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
　㉒高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、
　㉓就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、㉔子ども・子育て支援法、
　㉕再生医療等の安全性の確保等に関する法律、
　㉖国家戦略特別区域法（第12条の５第15項及び第17項から第19項までの規定に限る。）、
　㉗難病の患者に対する医療等に関する法律、㉘公認心理師法、
　㉙民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、㉚臨床研究法
第５号の２　申請者が労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの※により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
　※①労働基準法第117条、第118条（同法第６条及び第56条の規定に係る部分に限る。）、第119条（同法第16条、第
　　17条、第18条第１項及び第37条の規定に係る部分に限る。）及び第120条（同法第18条第７項及び第23条から第
　　27条までの規定に係る部分に限る。）の規定並びに当該規定に係る同法第121条の規定（これらの規定が労働者派遣
　　事業の適正な運営の確保及び労働派遣者の保護等に関する法律第44条（第４項を除く。）の規定により適用される場
　　合を含む。）

　②最低賃金法第40条の規定及び同条の規定に係る同法第42条の規定
　③賃金の支払の確保等に関する法律第18条の規定及び同条の規定に係る同法第20条の規定
第10号　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第４号から第６号まで又は第７号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

第10号の２　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第４号から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
第11号　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第４号から第６号まで又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。

第12号　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第４号から第５号の３まで、第６号の２又は第７号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第５号の３　申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下・・・「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。・・・）を引き続き滞納している者であるとき。

第６号　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第115条の９第１項又は第115条の35条第６項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第５節及び第203条第２項において同じ。)又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人(以下「役員等」という。)であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して5年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

第６号の２　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第115条の９第１項又は第115条の35第６項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

第７号　申請者が、第115条の９第１項又は第115条の35第６項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第115条の５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

第７号の２　申請者が、第115条の７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第115条の９第１項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に、第115条の５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

第８号　第７号に規定する期間内に第115条の５第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
第９号　申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
第115条の２第６項　都道府県知事は、前項の意見を勘案し、第53条第1項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。

大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

第115条の４第６項　指定介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

第115条の７第１項　都道府県知事又は市町村長は、介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定介護予防サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

第53条第１項本文　市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において介護を受けるもの（以下「居宅要支援被保険者」という。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定介護予防サービス事業者」という。）から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所により行われる介護予防サービス（以下「指定介護予防サービス」という。）を受けたとき・・・は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに要した費用・・・について、介護予防サービス費を支給する。
介護保険法施行令第35条の５各号

①健康保険法、②児童福祉法（国家戦略特別区域法第12条の５第８項において準用する場合を含む。）、③栄養士法、
④医師法、⑤歯科医師法、⑥保健師助産師看護師法、⑦歯科衛生士法、⑧医療法、⑨身体障害者福祉法、
⑩精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、⑪生活保護法、⑫社会福祉法、⑬知的障害者福祉法、
⑭医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、⑮薬剤師法、⑯老人福祉法、
⑰理学療法士及び作業療法士法、⑱高齢者の医療の確保に関する法律、⑲社会福祉士及び介護福祉士法、
⑳義肢装具士法、㉑精神保健福祉士法、㉒言語聴覚士法、㉓発達障害者支援法、
㉔障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
㉕高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、
㉖就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、㉗子ども・子育て支援法、
㉘再生医療等の安全性の確保等に関する法律、㉙国家戦略特別区域法（第12条の５第７項の規定に限る。）、
㉚難病の患者に対する医療等に関する法律、㉛公認心理師法、
㉜民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律、㉝臨床研究法
第４項　都道府県知事は、介護サービス事業者が第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は前項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１項　介護サービス事業者は、・・・指定介護予防サービス事業者・・・の指定・・・を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定めるときは、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係る介護サービス情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又は施設の運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表されることが必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所・・・の所在地を管轄する都道府県知事に報告しなければならない。 

第３項　都道府県知事は、第1項の規定による報告に関して必要があると認めるときは、当該報告をした介護サービス事業者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省令で定めるものについて、調査を行うことができる。


